
I. は じ め に

2015 年 9 月に国連で採択された持続可能な開発目

標（SDGs）は，2030 年までに達成を目指す，持続可能

な世界を実現するための17 のグローバル目標である。

このSDGs は，“No one will be left behind（誰一人取

り残さない）”を理念とし，先進国と開発途上国を区分

しない国際社会全体の開発目標としている。

2008 年から実施されている，地球規模課題対応国

際科学技術協力プログラム（SATREPS）は，日本と

開発途上国が連携して国際共同研究を進めるととも

に，研究成果の社会実装を目指すものである。SDGs

が採択された翌年の 2016 年以降，SATREPS では，

課題研究の採択年度に関わらず，すべての課題研究に

ついて「SDGs のどの目標に貢献するか」を示すこと

が義務付けられており，SDGs 達成を目指した取組み

であることが分かる。一方，後述するように，研究活

動の終了時報告ではSATREPSの研究成果が社会に実

装されたと評価されたことはない。

他方，海外農業農村開発コンサルタント（以下，「コ

ンサルタント」という）は，国際援助機関から委託さ

れた開発途上国における農業農村開発事業に従事する

一方で，わが国の研究機関が開発した多様な研究成果

や，民間企業が持つ最新技術・製品を，開発途上国に

適宜導入する取組み事例も増やしてきている。

そこで本報では，SATREPS 研究成果の社会実装に

ついて，現状と課題を整理した上で，海外の農業農村

開発事業に携わるコンサルタントの特徴を踏まえた，

SATREPS を活用した研究者との連携の可能性につ

いて考察し，SDGs の観点から産学連携強化を提案す

る。

II. SATREPSと農業農村工学

1. SATREPSの概要1)

SATREPS は，本邦研究機関への研究助成を行う国

立研究開発法人科学技術振興機構(JST)と，開発途上

国への技術協力を実施する独立行政法人国際協力機構

（JICA）が共同で実施している，日本と開発途上国の

研究者が共同で研究を行うプログラムである。国際共

同研究により，日本側研究機関は開発途上国側の研究

者や施設を活用しながら，研究活動を効果的に実施す

ることができ，開発途上国側研究機関は研究機材の整

備や共同研究を通した人材育成などにより，自立的・

持続的活動の体制を構築することを目的としている。

なお「感染症分野」のSATREPS もあるが，実施機

関が JST ではなく日本医療研究開発機構（AMED）

であり，農業農村工学分野が関連する課題研究がない

ことから，本報では考察の対象としない。

2. SATREPSにおける社会実装

社会実装という言葉はさまざまな場面で使用されて

いるものの，その定義や方法論はいまだ曖昧なままで

あり，研究者への浸透度も十分ではないという指摘2)

もある。そこで本報で述べる社会実装の定義は，

SATREPSのWeb サイト3)に記載されている「具体的

な研究成果の社会還元。研究の結果得られた新たな知

見や技術が，将来製品化され市場に普及する，あるい

は行政サービスに反映されるなどにより，社会や経済

に便益をもたらすこと」とする。

3. SATREPSにおける農業農村工学の位置づけ

SATREPS では，研究対象分野を「環境・エネル

ギー分野」，「生物資源分野」，「防災分野」の3分野に

限定している。さらに「環境・エネルギー分野」につ

いては，「地球規模の環境課題」，「低炭素社会」，「気候

変動」という3つの領域が設けられている。農業農村

工学に該当する分野は，SATREPS では明記されてお

らず，上記の3分野3領域の一部，または横断的に関

連性を有していると考えられる。

そこで，SATREPS における農業農村工学分野に関

連する課題研究を抽出するため，課題研究のタイトル

または実施機関・関係機関名に，農業農村工学会が提

示している投稿分野表に記載されているキーワード4)

が含まれているものを抽出，整理した。
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4. 農業農村工学分野に関連する取組み

SATREPS における農業農村工学分野の課題研究

数の内訳を表-1 に示す。2018 年 6 月時点で，

SATREPS課題研究は全108 件あり，実施中が53 件，

終了しているものが 55 件である。そのうち，農業農

村工学分野に関連する課題研究は，全体で32 件あり，

このうち15 件が終了，17 件が実施中である。

表-1 SATREPS における農業農村工学に関連する課題研

究数の内訳（終了・継続・総数）

研究分野 領域

全体 農業農村工学分野

終了 継続 総数 終了 継続 総数

環境・エネ

ルギー分野

地球規模の

環境課題
12 15 27 3 7 10

低炭素社会 8 11 19 1 0 1

気候変動 8 0 8 3 0 3

生物資源分野 15 16 31 8 10 18

防災分野 12 11 23 0 0 0

計 55 53 108 15 17 32

注) JST，SATREPS 課題研究一覧5)をもとに筆者作成

注) 2011 年より「気候変動」は「地球規模の環境課題」に統合

III. SATREPSにおける社会実装への課題

1. SATREPS実施終了後の社会実装の状況

（1） 終了時評価報告書 SATREPS では，終了時

評価として課題研究が終了する3〜6カ月前に，JST，

JICA，研究代表者，相手国機関との合同評価が行われ

る6)。2018 年 6 月時点で終了している 15 件の農業農

村工学分野に分類されたSATREPS 課題研究のうち，

終了時評価報告書が公開7)されている13 件について，

総合評価および社会実装の状況を整理した。

（2） 総合評価 終了時評価報告書には，総合評価

として，最終的な課題研究の取組みの妥当性が示され

ている。表-2は，13 件の各研究成果に与えられた評

価を，評価ごとに集計したものであり，13 件中 11 件

において「優れている」と評価されている。

（3） 社会実装の状況 終了時評価報告書には，【課

題解決，社会実装の見通し】として，各課題研究の社

会実装の状況が記載されている。この記載内容に焦点

を当て，SATREPS における社会実装である「製品化

され市場に普及する」，「社会や経済に便益をもたら

す」という観点で達成状況を分類した（表-3）。達成

状況は，終了時評価報告書に記載されている，「達成で

きている」，「見通しがある」，「状況が○○であれば」，

「困難である」などの表現をもとに整理した。その結

果，①「社会実装が達成された」と評価された課題研

究は0件であった。②「基盤が整い，今後に期待され

る」は3件あり，研究関連施設やプラットフォームな

どが構築されたことが評価されている。一方で，相手

国研究者の自立した活動の必要性，持続性に関する課

題も示されている。③「条件が整えば，見通しがある」

の7件は，現状では社会実装の実現は困難であり，相

手国の社会状況の改善や，政府関係者の努力が十分執

られることが条件となる旨が指摘されている。

表-3 農業農村工学分野の社会実装の達成状況

社会実装の達成状況 件数

① 達成，または一部達成できている 0

② 基盤が整い，今後に期待される 3

③ 条件が整えば，見通しがある 7

④ 見通しが低い 3

計 13

注) 15 件中 2件は終了時評価報告書が公開されていない。

注) 終了時評価報告書記載内容をもとに筆者作成

2. SATREPS課題研究成果の社会実装への課題

農業農村工学分野に関連する 13 件の課題研究成果

のうち，表-2に示すとおり11 件については評価が高

いが，この11 件を含めても社会実装が達成「できた」

報告がされていないことが表-3より確認できる。

農業農村工学分野の課題研究の社会実装や，トラン

スディシプリナリーについて，現在 SATREPS の研

究事業に取り組んでいる研究者4名と意見交換を行っ

た際，「社会実装の提案は，相手国政策への導入支援を

唱えるものであるにも関わらず，具体的なアクション

プランが策定されておらず，それを推進する日本人ア

クターも十分に配置されていない」と異口同音に評し

ていた。また，SATREPS 実施機関の担当者1名と情

報交換を行った際には，「社会実装に向けた活動を円

滑に行うには，課題研究を取り巻く社会状況の動向に

応じて柔軟に行動できる日本人アクターが必要であ

る」という意見が得られた。

SATREPS では，研究課題が採択された後に，相手
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表-2 農業農村工学分野の総合評価

総合評価 件数

S
極めて優れている（所期の計画を超えた取組

みが行われている）
0

A＋
優れている（所期の計画をやや上回る取組み

がなされ，大きな成果が期待できる）
7

A＋，A，

A−

小計

11

A
優れている（所期の計画と同等の取組みが行

われ，成果が期待できる）
2

A−
優れている（所期の計画と同等の取組みが行

われ，一定の成果が得られている）
2

B

一部問題があるがほぼ妥当（所期の計画以下

の取組みであるが，一部で当初計画と同等ま

たはそれ以上の取組みもみられる）

2

C
問題がある（総じて所期の計画以下の取組み

である）
0

計 13

注) 15 件中 2件は終了時評価報告書が公開されていない。

注) 終了時評価報告書記載内容をもとに筆者作成



国に常駐する業務調整員が，公募によって JICAに選

定・派遣1)されている。しかし，この業務調整員の活

動内容は業務調整にとどまり，研究本体への参加は求

められていない。このような状況から，研究者自身が

専門とする研究活動と平行して，社会実装に向けた活

動を行っていることが推察される。そこで研究者が本

来の研究に注力できるように，社会実装を主要業務と

するアクターの投入が必要であると考えられる。

IV. コンサルタント参画による社会実装の提案

1. コンサルタントの特徴

コンサルタントは国際援助機関が実施する農業農村開

発事業において，開発途上国の農村部を主なフィール

ドとして，対象国のニーズを調査し，適切な技術や製

品の試験的導入を行っている。調査内容によっては現

地の住人と協力して数カ月間にわたる農村部での調査

を行うこともある。また，コンサルタントは，研究機

関の成果や技術を開発現場の状況に応じてカスタマイ

ズし実装することを使命の一つとし，行政機関と連携

して市民のために実施する役割を果たすこともある8)｡

2. SDGs におけるコンサルタント活動の展開

外務省は，持続可能な開発目標（SDGs）実施指針9)

の中で，「民間セクターが公的課題の解決に貢献する

ことが決定的に重要であり，民間企業が有する資金や

技術の社会課題の解決に役立てていくことは SDGs

の達成に向けた鍵」と示している。民間企業であるコ

ンサルタントにおいても，前述した特徴を踏まえ，

SDGs 目標達成に向けて，国際援助機関が実施する事

業活動とは別に，学術機関との連携や民間企業の海外

展開支援などの取組みが増えている。

SDGs 目標達成に向けたコンサルタントの取組み事

例として，産学連携では，研究機関が持つ多様な研究

成果や知見を開発途上国の課題解決に適用するため

に，適宜導入する試みなどがある。研究機関はコンサ

ルタントに対して研究成果の導入に向けた指導を行

い，コンサルタントは研究成果を現地に導入する際の

状況や課題を研究者と共有することで，現地のニーズ

に対してより良い技術開発に取り組む（図-1）。また，

民間企業間の連携は，企業の社会的責任（CSR）向上，

さらに SDGs の目標達成に貢献することを目指す民

間企業に対して，その企業が持つ新技術や製品などの

アジアやアフリカ，南米などへの普及・販売を促進す

るために，コンサルタントは対象国のニーズや課題，

その他の状況について，情報の共有・分析などの支援

を行っている。

3. SATREPS社会実装活動の提案

コンサルタントの特徴や SDGs 目標達成に向けた

取組み，SATREPS における社会実装の課題を踏ま

え，SATREPS 実施体制の中に社会実装を担うアク

ターとして，コンサルタントの参画を提案する（図

-2）。これは，コンサルタントがSATREPS の日本側

の研究関連機関として，課題研究の出口戦略を模索す

るメンバーの一員となるものである。この提案は，こ

れまで社会実装へも配慮して研究に従事していた研究

者が，専門とする活動により重きを置くことを可能と

する（表-4）。これは，SATREPS における社会実装
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図-1 SDGs 目標に向けた国際協力における連携のイメージ

研
究
課
題
提
案

図-2 現行の SATREPS 実施体制と提案する実施体制



に向けたアクターについて，コンサルタントが最適で

あると主張するものではなく，開発途上国の持つ課題

解決に向けて，また「誰一人取り残さない」という

SDGs の理念に貢献するため，「学」と「産」が個々の

特徴を活
い

かした連携強化を推進し，開発途上国におけ

る課題研究の実施体制モデル案として期待できると考

える。

表-4 SATREPS 研究実施メンバーと作業内容の現行・提

案の対比

現行のチーム構成 提案するチーム構成

メンバー 作業内容 メンバー 作業内容

研究代表者
研究統括と

社会実装計画
研究代表者 研究統括

研究者 1
○○調査，●●解析

と，社会実装計画
研究者 1 ○○調査，●●解析

研究者 2
△△調査，▲▲計画

と，社会実装計画
研究者 2 △△調査，▲▲計画

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・
コンサルタ

ント技術者

社会実装計画

（計画段階から参加）

V. お わ り に

本報は，2030 年までの SDGs 達成に貢献すべく，

SATREPS というプログラムを利用した研究者とコ

ンサルタントが連携する新たな取組み方法を提案する

ものである。SATREPS を中心に産学連携について

議論を展開したが，これは，日本 ICID 協会若手かん

がい技術者フォーラム（YPF)10)での事例報告会・勉

強会における，産官学の若手研究者・技術者間での意

見交換から本提案に至ったものである。

農業農村工学分野の産官学連携の国内事例として，

吉川ら11)は，通常の業務発注形態である，官から産

（コンサルタント）に対して発注する排水事業に，学が

参画し，排水の解析，手法の開発，全体管理を産官学

が連携して実施したことを示し，その連携の効果と課

題を論じた。本報で述べてきた SATREPS は，官が

実施機関となり，学が提案する開発途上国をフィール

ドとした課題研究活動であるため，本報で提案した産

学連携と前述の排水事業における産官学連携は，各セ

クターの役割が異なる連携体制である。SDGs 達成へ

の貢献を考えたとき，国内外に関わらず効果が期待さ

れる活動は，積極的に導入を図っていく必要がある。

筆者としては，SATREPS に限らず，SDGs への貢献

に向けた産官学連携と積極的な意見交換・活動提案に

資する日本 ICID 協会YPF のようなプラットフォー

ム構築や活性化を推進したい。

なお，本報の内容や意見は筆者個人のものであり，

筆者の所属先や他のコンサルタントを代表して述べる

ものではないことを付記しておく。
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